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 計画の基本的事項 

 

1.1 計画の背景 

 

平成 27（2015）年 11月から気候変動枠組条約第 21回締約国会議（COP21）がフランス・パリで開

催されました。COP21では「パリ協定」が採択され、主に以下の内容が盛り込まれました。平成28（2016）

年 11 月にはモロッコ・マラケシュにおいて COP22 が開催され、パリ協定に基づく実施指針を平成 30

（2018）年に作成することで合意されました。 

 

 2℃未満抑制 世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して 2℃未満に抑えること。 

 長期目標 今世紀後半に世界全体の温室効果ガス排出量を、生態系が吸収できる範囲に

収めること。 

 目標の見直し 2020年以降５年ごとに目標を見直すこと。その目標は現目標を下回らないこ

と。 

 国際的支援 支援を必要とする国への資金支援を自主的に行うほか、温暖化の影響で損失

や被害が発生した国に対し、救済するための国際的仕組みを整備すること。 

 検証 取組や支援について、定期的に報告、検証すること。 

 

また、食品ロスや海洋汚染において最も問題視されているマイクロプラスチックへの対応など、環境

問題に対する取組が地球規模で進められています。 

国は、パリ協定を踏まえ、令和 32（2050）年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカー

ボンニュートラルや脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。 

上里町においても、近年の意識の高まりとともに、節電、修繕や設備更新に合わせた照明の LED化、

ガソリン使用量の削減、節水、廃棄物量の削減、学校への太陽光発電システム設置など、温室効果ガス

排出量の削減に向けて取り組んできました。 

 

「上里町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」は、町が実施する事務及び事業に関し、地球温暖化

対策に向けた取組を総合的かつ計画的に推進するものです。本計画によって、町民や事業者に対してイ

ニシアチブを発揮し、町内全域で地球温暖化対策に向けた取組が図られると考えます。 
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1.2 国内外の動向 

 

（１）地球温暖化対策に対する国際的な動向 

平成４（1992）年に国連にて「気候変動に関する国際連合枠組条約」が採択され、気候変動対策に世

界全体で取り組んでいくことが合意されました。同条約に基づき、平成７（1995）年から毎年（令和２

（2020）年を除く）、COP（国連気候変動枠組条約締約国会議）が開催されています。 

 

一方、COP開催に先立ち、昭和 63（1988）年に世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）

により、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が設立されました。IPCC設立の目的は、気候変動に

関する最新の文献をとりまとめた報告書を作成し、各国政府が気候変動に関する政策を講ずることがで

きるよう、科学的情報を提供することです。報告書では、気温上昇、海面上昇の予測など、気候変動の

脅威について報告されています。 

 

IPCC評価報告書は、5～7年ごとに公表され、世界の気候変動対策の検討推進の基礎となり、平成 27

（2015）年には、フランスのパリで開催された COP21において、京都議定書以来の新たな国際枠組み

である「パリ協定」が採択されました。世界 177ヵ国・地域が締結したパリ協定においては、産業革命

前からの地球の平均気温上昇を 2℃より十分下方に抑えることを世界共通の長期目標として掲げるとと

もに、1.5℃に抑える努力を継続することとしました。また、先進国だけでなく、途上国を含めたすべて

の国に対して、削減目標を設定し、目標達成に向けた国内対策を進めることを義務付けています。 

 

さらに、この COP21 において、温暖化の影響を強く受ける国々から、1.5℃と 2.0℃の地球温暖化に

よる影響の違いの調査が要求され、平成 30（2018）年に IPCCから「1.5℃特別報告」が提出されまし

た。この報告書によって、1.5℃と 2℃上昇との間には、生じる影響に有意な違いがあることが示されま

した。 

この後、世界の 1.5℃目標に向けた意識が高まり、令和３（2021）年に開催された COP26 において

は、産業革命以前と比べた世界の平均気温の上昇を 1.5℃に抑える努力を追求することが、世界の目標

となりました。 

 

（２）地球温暖化対策に対する国や県の動向 

国では、「パリ協定」を受け、平成 28（2016）年 5月に地球温暖化対策計画を策定し、平成 30（2018）

年 11月に気候変動適応計画を策定しました。 

その後、国際的な地球温暖化対策を加速する機運の中、令和２（2020）年 10月に、2050年カーボン

ニュートラルを宣言し、2016年の地球温暖化対策計画では、「2030年度に 2013年度比で 26％の水準」

としていた温室効果ガス排出量の削減中期目標を、令和３（2021）年４月には、「46％減、さらに、50％

の高みに向け挑戦を続けていく」と修正しました。 

そして、令和３（2021）年 10月に、新たな数値目標に沿った地球温暖化対策計画、気候変動適応計画

を閣議決定しています。県も、国の動きに沿った計画策定を進めています。 
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1.3 目的 

 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10年 10月 9日、法律第 117号）に基づき、一事業者、

一消費者の立場から、町の実施する事務及び事業に関し、地球温暖化対策に向けた取組を推進すること

を目的とします。 

 

 

 

1.4 計画の期間 

 

平成 29（2017）年度から令和 8（2026）年度の 10 年間を計画期間とします。本計画の基準年度は、

平成 26（2014）年度とします。 

 

1.5 対象範囲 

 

計画の対象範囲は、上里町役場の本庁舎の事務及び事業とします。なお、次期計画策定時には、対象

範囲を上里町役場の全事業拠点の事務及び事業として順次展開していく予定です。 

 

計画の対象範囲 上里町役場 本庁舎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（抜粋） 

第 21 条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道

府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する

計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。  

13 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、単独で又は共同

して、これを公表しなければならない。 

15 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく措置

及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。 
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1.6 対象とする温室効果ガス 

 

法律の対象とする 7つの温室効果ガスのうち、排出量の多くを占める二酸化炭素（CO2）を対象とし

て取組を推進します。 

なお、「第２次上里町環境基本計画（中間見直し）」内「上里町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

にて対象としているメタン（CH4）及び一酸化二窒素（N2O）については、次期計画にて反映させます。 

 

表－温室効果ガスの種類 

温室効果ガスの種類 本計画の対象 
地球温暖化係数 

（GWP） 

二酸化炭素 

（CO2） 
◎ 1 

メタン 

（CH4） 
△ 25 

一酸化二窒素 

（N2O） 
△ 298 

代
替
フ
ロ
ン
等
４
ガ
ス 

ハイドロフルオロカーボン 

（HFCs） 
× 12～14,800 

パーフルオロカーボン 

（PFCs） 
× 7,390～17,340 

六ふっ化硫黄 

（SF6） 
× 22,800 

三ふっ化窒素 

（NF3） 
× 17,200 

※各記号は以下のとおりです。 

◎：本計画の対象物質 

△：次期計画にて対象とする物質 

×：使用されていないため対象外とする物質 
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 温室効果ガスの排出量 

 

2.1 排出量の算定方法 

 

温室効果ガスの排出量の算出方法は「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（平成 27年 4月、 

環境省地球環境局地球温暖化対策室）を基に、温室効果ガス排出量算定支援ツール「かんたん算定シー

ト Ver3.1」により算定しました。 

算定方法は、以下のとおりです。 

 

（1） 二酸化炭素排出量 

二酸化炭素排出量（kg-CO2/kg）は、燃料ごとに以下の式から求め、その合計値を算定値とし

ています。 

 

二酸化炭素排出量（kg-CO2/kg）＝燃料使用量×排出係数 

 

（2） 排出係数 

排出係数は、燃料ごとに以下の式から求めました。単位発熱量及び炭素排出係数は下表のとお

り「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」（平成 11年 4月 7日、政令第 143号）の別表第

一に掲載された数値を使用しました。 

 

排出係数（kg-CO2/kg,L,m3）＝単位発熱量（MJ/ kg,L,m3）×炭素排出係数（kg-C/MJ） 

×44（二酸化炭素の分子量）／12（炭素の原子量） 

 

表－燃料ごとの排出係数 

燃料の種類 単位 
単位発熱量 

（MJ/単位） 

炭素排出係数 

（kg-C/MJ） 

排出係数 

（kg-CO2/単位） 

一般炭 kg 25.7 0.0247 2.33 

ガソリン L 34.6 0.0183 2.32 

ジェット燃料 L 36.7 0.0183 2.48 

灯油 L 36.7 0.0185 2.49 

軽油 L 37.7 0.0187 2.58 

A重油 L 39.1 0.0189 2.71 

B・C重油 L 41.9 0.0195 3.00 

LPG kg 50.8 0.0161 3.00 

LNG kg 54.6 0.0135 2.70 

都市ガス m3 44.8 0.0136 2.23 
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（3） 電力の排出係数 

電力の排出係数は、公表されている東京電力(株)の排出係数（平成 26 年度実績：0.505kg-

CO2/kWh）を使用しました。 

 

2.2 排出量の算定結果 

 

平成 26年度の本庁舎の事務及び事業に伴う温室効果ガス（二酸化炭素）の排出量は、453,869kg-CO2

となっており、そのうちの約 93%が電力消費によるものです。 

 

表－温室効果ガス排出量算定結果（本庁舎） 

項目 単位 
使用量 

① 

排出係数 

② 

二酸化炭素排出量 

③＝①×② 

燃料 

一般炭 kg 0 2.33 0 

ガソリン L 13,882 2.32 32,230 

ジェット燃料 L 0 2.48 0 

灯油 L 0 2.49 0 

軽油 L 182 2.58 469 

A重油 L 40 2.71 108 

B重油 L 0 3.00 0 

C重油 L 0 3.00 0 

液化石油ガス（LPG） kg 0 3.00 0 

液化天然ガス（LNG） kg 0 2.70 0 

都市ガス m3 0 2.23 0 

電力 kWh 833,784 0.505 421,061 

     453,869kg-CO2 

 

 

図－二酸化炭素排出量の内訳  

ガソリン
7.10%

軽油
0.10% A重油

0.02%

電力
92.77%
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  温室効果ガス排出量の目標 

 

3.1 基本方針 

 

本計画において、温室効果ガス排出量を削減するための理念と方針を以下に示します。 

 

 

地球規模で進行している温暖化は、地域の一人ひとりが省資源・省エネルギーを推進し、温室効果

ガスの削減に向けて取り組むことが大切です。豊かな自然と住みよい町を将来にわたって発展して

いくために、「上里町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、地球温暖化防止に向けた取

組を積極的に実践します。 

 

 

１．日常的な取組の推進 

職員一人ひとりが事務事業の執行の中で、限りある資源を有効活用するため、省資源・省エネルギ

ーに取り組み、温室効果ガスを削減するとともに環境法令の順守に努めます。 

 

２．継続的な改善の実施 

温室効果ガスの排出状況を適切に把握し、継続的な改善を行いながら、目標の達成に向けた取組を

推進します。 

 

３．取組の公表 

温室効果ガス排出量の実態及び取組成果等を、町内外に広く公表し、町民・事業者への率先垂範と

なることを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆基本方針 

◆基本理念 
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3.2 目標 

 

本町では、平成 29 年３月に第２次上里町環境基本計画を策定し、令和４年３月に計画の中間見直し

を行いました。 

この見直しの中で、温室効果ガス削減目標値を中期目標として「令和 12（2030）年度に、温室効果ガ

スの 46％削減（平成 25（2013）年度比）」、短期目標として「令和８（2026）年度に、温室効果ガスの

35.2％削減（平成 25（2013）年度比）」と設定しております。 

本計画についても、より一層の温室効果ガス削減を図り、地球温暖化対策に向けた取組を推進するた

め、第２次上里町環境基本計画（中間見直し）同様の目標値を設定します。 

なお、基準排出量については、平成 24（2012）年度から平成 26（2014）年度の 3年間の実績を踏ま

えて算定した二酸化炭素排出量を基準排出量（508,586kg-CO2）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－温室効果ガス排出量の推移と削減目標 

 

なお、各年度の温室効果ガス排出量の実績と目標の達成状況は、第 4章に示すように、計画の進行管

理として毎年度公表していきます。  

508,586 

330,126 325,985 321,637 
335,721 343,282 

329,563 

274,636 

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

基準排出量 H29 H30 H31

(R1)

R2 R3 短期目標

（R8)

中期目標

(R12)

 

基準排出量 

（平成 24（2012）年度から平成 26（2014）年度の３年間の実績から算出） 

508,586kg-CO2 

 

 329,563 kg-CO2(35.2％削減) 

274,636 kg-CO2(46％削減 ) 

短期目標 

令和８（2026）年度排出量 

中期目標 

令和 12（2030）年度排出 
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 計画の進行管理 

 

4.1 推進体制 

 

本計画の推進は、次の体制で実施します。 

 

 

図－計画の推進体制（例） 

 

（1） 管理部門 

町長が本計画の統括責任者となり、計画の運営について管理します。課長会議において、実行責

任者（くらし安全課長）から施策の進捗報告を受け、点検・評価を行い、施策内容改善の提案や指

示、削減目標の見直しについて検討します。 

 

（2） 実行部門 

くらし安全課長が実行責任者となり、施策に基づく取組の統括管理を行います。事務局はくらし

安全課に置き、各課に地球温暖化対策の取組に向けた周知を行い、各課から報告された取組結果を

とりまとめ、公表資料を作成します。 

【管理部門】 

【実行部門】 

町長 

課長会議 

◆計画の統括管理 

◆計画内容改善の提案･指示 

◆施策進捗の点検･評価 

◆計画内容見直しの検討 

◆施策内容改善の提案･指示 

◆課長会議への報告 

◆実行部門の統括管理 

◆計画の運営に係る指示 

◆実行責任者への報告 

◆各部署へ取組の周知 

◆年度報告に関するとりまとめ 

◆排出量等の公表 

◆取組の実践 

◆取組結果の報告 

提案･指示    報告 

提案･指示    報告 

指示    報告 

周知    報告 

事務局：くらし安全課 

各担当部署 

実行責任者：くらし安全課長 
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4.2 進行管理 

 

進行管理は次のとおり、PDCAサイクルの考え方に基づき行います。 

 

 

図－進行管理の仕組み 

 

（1） 計画（Plan） 

各部署の長は、第 3章に示した温室効果ガス排出量の目標を達成するために、本計画の重要性及

び第 5章に示した取組の展開について職員等に周知徹底を図り、事務及び事業執行の際の温室効果

ガス排出量削減（抑制）に関する取組を推進します。 

 

（2） 実行（Do） 

職員等は、各部署の長の指示に基づき、事務及び事業執行の際に温室効果ガス排出量の削減（抑

制）に向けた取組を実践します。 

 

（3） 点検・評価（Check） 

【各部署】 

実行（Do）した結果（効果）を定期的に事務局へ報告するとともに、部署ごとに取組結果につ

いて検証します。 

 

 

 

 

 

見直し 

温室効果ガス排出量削減目標

の達成状況の確認、及び更なる取

組推進のための検討 

検討結果等についての公表 

計画 

温室効果ガス削減目標実現の

ための推進体制の確認、及び取組

内容等の作成 

実行 

温室効果ガス削減目標実現の

ための、日常的な取組の推進 

点検・評価 

温室効果ガス削減目標達成の

ための取組状況の点検と評価、及

び委員会等への報告 

Action Plan 

Do Check 
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【実行責任者・事務局】 

各部署から実行（Do）した結果の報告を受け、実効性や課題を整理し、公表資料とするための

とりまとめを行います。また、とりまとめた結果は、課長会議及び各部署に報告し、次の取組に

向けた参考資料とします。 

なお、年に 1回温室効果ガス（二酸化炭素）排出量を算定し、取組の進捗結果とともに公表し

ます。 

 

【町長・課長会議】 

実行責任者から施策の進捗報告を受け、取組結果の点検・評価を行い、次の取組に向けた方向

性や改善事項を検討します。検討結果は、実行部門における実践事項に反映されます。 

 

（4） 見直し（Action） 

実行責任者は、事務局から報告された施策の進捗を踏まえて、各部署における計画の進捗状況

を総括し、課長会議に報告します。課長会議は、実行責任者の報告を踏まえて、計画の進捗状況

や取組成果等に関し総括し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

4.3 実績の公表 

 

本町（事務局）は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、毎年 1回、措置及び施策の実施状

況について公表します。 
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 取組内容 

 

第 3章で掲げた目標の実現に向けては、職員一人ひとりの環境配慮意識の向上が大切であり、温室効

果ガスの排出削減に向けた取組の徹底が求められます。 

本町が執行する事務・事業にあたり、温室効果ガスの排出削減に関する取組について、それぞれ職員

の実践行動や意識の向上による取組（ソフト面）と、設備や機器の導入による取組（ハード面）に分け

て以下に整理しました。 

また、これら取組の中から特に短期的・重点的に推進する取組を「重点取組」として位置づけ、温室

効果ガス（二酸化炭素）排出削減目標とともに実効性のある取組として推進します。 

なお、これらは、住民サービスの質に影響を与えない範囲で取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－取組の体系 

 

 

温室効果ガスの排出削減目標 

基準排出量比-35.2％ 

ソフト面の取組 

ハード面の取組 電気消費の削減に関する取組 

水使用の削減に関する取組 

燃料の削減に関する取組 

物品に関する取組 

エネルギー消費の削減に関する取組 

意識の啓発に関する取組 

その他の取組 

ソフト面の取組 

ハード面の取組 

ソフト面の取組 

ハード面の取組 

ソフト面の取組 

ハード面の取組 

ソフト面の取組 

ハード面の取組 

ソフト面の取組 

ハード面の取組 

ソフト面の取組 

重点取組 

◆照明器具の効率化 

◆エネルギーと二酸化炭素の「見える」化 
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5.1 重点取組 

 

（1） 庁舎の修繕に合わせたエネルギー消費量削減 

政府は平成 28 年度から白熱灯についてトップランナー制度を適用する方針を示しました。これ

に追随する形で照明器具製造業者は、エネルギー効率の劣る照明の製造を中止し、LED照明や有機

EL照明への開発・製造に力を注いでいます。 

本計画の範囲である本庁舎についても、平成 13（2001）年に竣工し、老朽化が始まっているた

め、各種設備修繕と合わせて一部の照明を LED化しました。 

なお、施設の省エネルギー能力も低いため、上里町役場庁舎修繕計画に基づき、空調設備の更新

や照明器具の LED 化、換気窓の設置等、計画的な修繕により、エネルギー消費量の削減に努めま

す。 

 

（2） エネルギーと二酸化炭素（CO2）の「見える」化 

エネルギー消費量や二酸化炭素排出量を「見える」化し、職員に省エネルギーの取組を意識させ、

その行動を促します。 

また、エネルギー等の計測を記録し、モニタリング結果を取組の改善や次期計画に向けた基礎資

料として活用します。 

 

 

図－重点取り組みのロードマップ 

  

H29 H30
H31
(R1)

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

空調設備の
更新

照明器具の
LED化

換気窓の
設置

35.1 35.9 36.8 34.0 32.5 33.0 33.6 34.1 34.7 35.2 37.9 40.6 43.3 46.0

実績

項目

庁舎の修繕に合わせた

エネルギー消費量削減

エネルギーとCO2
の「見える」化

二酸化炭素削減率
(基準排出量比％)

順 次 実 施

導 入 検 討
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5.2 電気消費の削減に関する取組 

 

➢ 執務室の照明は間引きし、点灯を必要最小限とします。 

➢ 会議室やトイレなどは、使用するとき以外は消灯します。 

➢ 昼休みは、接客箇所以外は消灯します。 

➢ 照明器具の清掃など、定期的な保守点検を行います。 

➢ なるべく自然採光を取り入れ、照明器具を節約します。 

➢ 残業を極力減らし、終業後は必ず消灯します。 

➢ 蛍光灯や反射板の定期的な清掃を行います。 

➢ 春や秋は玄関や窓を開放し、空調設備稼働を抑制します。 

➢ 空調設備稼働時は、玄関や窓の開放禁止を徹底します。 

➢ 室内の温度設定を夏は 28℃、冬は 20℃を目安に空調管理を行います。 

➢ エアコンのフィルタやコイルなどを定期的に清掃します。 

➢ OA機器を省エネモードにします。 

➢ エレベーターの使用を控え、階段を利用します。 

 

➢ 庁舎内蛍光灯の順次 LED 化を図ります。 

➢ 遮熱カーテン・フィルムを利用し、冷気・暖気を逃がさない工夫を検討します。 

➢ 施設断熱を向上するため、複層ガラスや熱反射ガラス等の採用を検討します。 

➢ 人感センサーや自動照度調節、インバータ制御機器等の省エネルギー型照明機器の導入を検討し

ます。 

➢ 自動販売機は、省エネルギー型に切り替えるよう事業者に依頼します。 

➢ OA機器購入の際は、省エネ・節電タイプの製品を選択します。 

 

 

 

 

 

ハード面 

ソフト面 

【来庁者の方へご協力とお願い】 

 照明は必要最小限で点灯しています。不都合がある場合は職員にお申し出ください。 

 空調設備が稼働している場合は、玄関の扉は閉めてください。 

 空調が稼働していない場合は、玄関を開放してください。 

 エレベーターの使用頻度削減にご協力ください。 
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5.3 水使用の削減に関する取組 

 

➢ 節水を励行します。 

➢ 調整弁やフラッシュバルブを調整し、水量・水圧の低減を継続します。 

➢ 水漏れ点検など、定期的な保守点検を行います。 

➢ 来庁者に節水の取組を促します。 

 

➢ 節水製品の導入に努めます。 

➢ 雨水貯留槽による雨水の有効利用を継続します。 

 

 

5.4 燃料の削減に関する取組 

 

➢ 自家用車で通勤している職員に、徒歩・自転車・公共交通機関利用への転換を勧奨します。 

➢ 公用車の利用を控えるため、ノーカーデーの設定を検討します。 

➢ エコドライブ・アイドリングストップを励行します。 

➢ 定期的に車両点検を実施します。 

➢ 走行ルートの合理化を図ります。 

➢ 公用車への積荷の整理整頓に努め、不必要な荷物は積みません。 

➢ 車両の暖機運転は行いません。 

➢ カーエアコンの車内温度設定の最適化に努めます。 

➢ 公用車の部署間シェアや相乗りに努めます。 

➢ 公共工事に使用する工事車両の温室効果ガス削減に努めます。 

 

➢ 公用車を買い換える際は、次世代自動車の導入を検討します。 

 

 

 

ハード面 

ソフト面 

ハード面 

ソフト面 

【来庁者の方へご協力とお願い】 

 手洗いの節水にご協力ください。 

 水漏れを見つけた場合は、職員にお知らせください。 



 

17 

 

5.5 物品に関する取組 

 

➢ 備品・機器類の長期使用と再利用に努めます。 

➢ 物品の部署間共有を図ります。 

➢ 使い捨て製品はできるだけ自粛します。 

➢ 詰め替え製品やリターナブル容器製の商品の購入に努めます。 

➢ 印刷物は、ダブルチェックを行い、ミスコピー防止を図ります。 

➢ 印刷物は、両面印刷機能や縮小印刷機能を活用し、用紙や電気使用量の削減に努めます。 

➢ 磁器情報保存を利用し、印刷物の削減に努めます。 

➢ グループウェアの機能を活用し、印刷物を使用しない庁内調整や情報共有を図ります。 

➢ ミスコピー用紙を使用し、用紙の再使用に努めます。 

➢ 公共工事での建設副産物の有効利用を図ります。 

 

➢ グリーン購入を励行します。 

➢ 環境ラベルの付した物品の購入・調達に努めます。 

➢ 防災備品など緊急時に必要な物品以外は最小限の調達に努めます。 

 

5.6 エネルギー消費の削減に関する取組 

 

➢ クールビズ・ウォームビズを励行します。 

➢ ごみ排出の減量化に努めます。 

➢ ごみの分別を徹底し、リサイクルを推進するとともに、来庁者にも呼びかけます。 

➢ ノー残業デーを検討し、庁内エネルギー消費の削減を図ります。 

 

➢ 壁面緑化を検討し、空調や日照による影響を緩和します。 

➢ 電気事業者から提供される情報を活用した職員に対する見える化を推進します。 

➢ 太陽光発電システムの追加導入を検討します。 

 

 

ハード面 

ソフト面 

ハード面 

ソフト面 

【来庁者の方へご協力とお願い】 

 季節によって職員はクールビズ・ウォームビズを励行しています。 

 庁舎内でのごみ排出の削減にご協力ください。 
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5.7 意識の啓発に関する取組 

 

➢ 職員に対し、温室効果ガス削減に向けた取組を周知し、実践を心がけ、継続したエコオフィス運

動を推進します。 

➢ ISO14001環境マネジメントシステムの精神を継承し、環境に配慮した取組を推進します。 

 

➢ 本計画を通して、実績報告に関する周知から、報告・公表まで運用する体制づくりを構築します。 

 

5.8 その他の取組 

 

➢ 敷地内の植栽は、適切な管理を行い、良好な緑の保全に努めます。 

➢ 二酸化炭素の削減やカーボン・ニュートラルの実現に向けた研究を行います。 

 

  

ハード面 

ソフト面 

ソフト面 
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資料１ 温室効果ガス排出量の公表（実績報告）について 

 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10年 10月 9日、法律第 117号）では、地方公共団体

実行計画を策定するとともに、毎年 1回、温室効果ガスの排出量を含む計画に基づく施策の実施状況に

ついて公表することとなっています。 

第 5章で掲載した取組の進捗状況を報告するとともに、下表の算定表を基に温室効果ガスの排出量を

算定し、実績報告を公表します。 

なお、電力の算定に係る排出係数は、毎年公表される電気事業者の排出係数が国の政策等によって大

きく変動することが想定され、町の事務事業における温室効果ガス排出の削減努力が正確に反映されな

い可能性があることから、基準年度である平成 26年度の実排出係数（0.505kg-CO2/kWh）を固定値と

して採用することで、施策の実施状況を経年的かつ実態に即した実績を把握します。 

 

表－温室効果ガス排出量算定表 

項目 

活動量 

(使用量) 
単位発熱量 排出係数 単位排出係数 排出量 

(L,kWh) (MJ/L) (kg-C/MJ) (kg-CO2/L,kWh) kg-CO2 

① ② ③ ④=②×③×44/12 ①×④ 

ガソリン  34.6 0.0183 2.322  

軽油  37.7 0.0187 2.585  

A重油  39.1 0.0189 2.710  

電力  ― ― 0.505  

合計 ― ― ― ―  

※1）ガソリン及び軽油の使用量は、公用車の給油による支払伝票などから把握します。 

 2）A重油の使用量は、ボイラーに使用した年間の使用状況を把握します。 

 3）電力使用量は、東京電力株式会社の電気料金内訳伝票などから把握し、電気使用量が不明な場合は、電気料金に

26.472円/kWh（平成 26年度実績値から原単位を算出）を乗じて把握する方法が考えられます。 
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資料２ 取組チェック表 

 計画の進行管理は、下表を参考に各取組を点検・評価します。 

 

取組内容 
担当部署 点検・評価 

◆電気消費の削減に関する取組 

ソ
フ
ト
面 

執務室の照明は間引きし、点灯を必要最小限にする。 共通  

会議室やトイレなどは、使用するとき以外は消灯する。 共通  

昼休みは、接客箇所以外は消灯する。 共通  

照明器具の清掃など、定期的な保守点検を行う。 施設管理担当課  

なるべく自然採光を取り入れ、照明器具を節約する。 共通  

残業を極力減らし、終業後は必ず消灯する。 共通  

蛍光灯や反射板の定期的な清掃を行う。 施設管理担当課  

春や秋は玄関や窓を開放し、空調設備稼働を抑制する。 共通  

空調設備稼働時は、玄関や窓の開放禁止を徹底する。 共通  

室内の温度設定を夏は 28℃、冬は 20℃を目安に空調管理

を行う。 
共通  

エアコンのフィルタやコイルなどを定期的に清掃する。 施設管理担当課  

OA 機器を省エネモードにする。 共通  

エレベーターの使用を控え、階段を利用する。 共通  

ハ
ー
ド
面 

庁内蛍光灯の順次 LED 化を図る。 施設管理担当課  

遮熱カーテン・フィルムを利用し、冷気・暖気を逃がさ

ない工夫を検討する。 
施設管理担当課  

施設断熱を向上するため、複層ガラスや熱反射ガラス等

の採用を検討する。 
施設管理担当課  

人感センサーや自動照度調節、インバータ制御機器等の

省エネルギー型照明機器の導入を検討する。 
施設管理担当課  

自動販売機は、省エネルギー型に切り替えるよう事業者

に依頼する。 
施設管理担当課  

OA 機器購入の際は、省エネ・節電タイプの製品を選択す

る。 

総合政策課 

学校教育課 
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取組内容 
担当部署 点検・評価 

◆水使用の削減に関する取組 

ソ
フ
ト
面 

節水を行う。 共通  

調整弁やフラッシュバルブを調整し、水量・水圧の低減

を継続する。 
施設管理担当課  

水漏れ点検など、定期的な保守点検を行う。 施設管理担当課  

来庁者に節水の取組を促す。 施設管理担当課  

ハ
ー
ド
面 

節水製品の導入に努める。 施設管理担当課  

雨水貯留槽による雨水の有効利用を継続する。 総務課  

◆燃料の削減に関する取組   

ソ
フ
ト
面 

自家用車で通勤している職員に、徒歩・自転車・公共交

通機関利用への転換を勧奨する。 
総務課  

公用車の利用を控えるため、ノーカーデーの設定を検討

する。 
総務課  

エコドライブ・アイドリングストップを励行する。 共通  

定期的に車両点検を実施する。 総務課  

走行ルートの合理化を図る。 共通  

公用車への積荷の整理整頓に努め、不必要な荷物は積ま

ない。 
共通  

車両の暖機運転は行わない。 共通  

カーエアコンの車内温度設定の最適化に努める。 共通  

公用車の部署間シェアや相乗りに努める。 共通  

公共工事に使用する工事車両の温室効果ガス削減に努め

る。 
工事発注担当課  

ハ
ー
ド
面 

公用車を買い換える際は、次世代自動車の導入を検討す

る。 
総務課  
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取組内容 
担当部署 点検・評価 

◆物品に関する取組 

ソ
フ
ト
面 

備品・機器類の長期使用と再利用に努める。 共通  

物品の部署間共有を図る。 共通  

使い捨て製品はできるだけ自粛する。 共通  

詰め替え製品やリターナブル容器製の商品の購入に努め

る。 
共通  

印刷物は、ダブルチェックを行い、ミスコピー防止を図

る。 
共通  

印刷物は、両面印刷機能や縮小印刷機能を活用し、用紙

や電気使用量の削減に努める。 
共通  

磁器情報保存を利用し、印刷物の削減に努める。 共通  

グループウェアの機能を活用し、印刷物を使用しない庁

内調整や情報共有を図る。 
共通  

ミスコピー用紙を使用し、用紙の再使用に努める。 共通  

公共工事での建設副産物の有効活用を図る。 工事発注担当課  

ハ
ー
ド
面 

グリーン購入を励行する。   

環境ラベルの付した物品の購入・調達に努める。 共通  

防災備品など緊急時に必要な物品以外は最小限の調達に

努める。 
共通  

◆エネルギー消費の削減に関する取組   

ソ
フ
ト
面 

クールビズ・ウォームビズを励行する。 共通  

ごみ排出の減量化に努める。 共通  

ごみの分別を徹底し、リサイクルを推進するとともに、

来庁者にも呼びかける。 
施設管理担当課  

ノー残業デーを継続し、庁内エネルギー消費の削減を図

る。 
総務課  

ハ
ー
ド
面 

壁面緑化を検討し、空調や日照による影響を緩和する。 総務課  

電気事業者から提供される情報を活用した職員に対する

見える化を推進する。 

総務課 

くらし安全課 

 

太陽光発電システムの追加導入を検討する。 総務課  
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取組内容 
担当部署 点検・評価 

◆意識の啓発に関する取組 

ソ
フ
ト
面 

職員に対し、温室効果ガス削減に向けた取組を周知し、

実践を心がけ、継続したエコオフィス運動を推進する。 

施設管理担当課 

くらし安全課 

 

ISO140001 環境マネジメントシステムの精神を継承し、

環境に配慮した取組を推進する。 
共通  

ハ
ー
ド
面 

本計画を通して、実績報告に関する周知から、報告・公

表まで運用する体制づくりを構築する。 
くらし安全課  

◆その他の取組   

ソ
フ
ト
面 

敷地内の植栽は、適切な管理を行い、良好な緑の保全に

努める。 
施設管理担当課  

二酸化炭素の削減やカーボン・ニュートラルの実現に向

けた研究を行う。 
くらし安全課  
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資料３ 温室効果ガス削減に向けた取組 

 

●照明 LED化による二酸化炭素排出量の試算例 

直管型蛍光灯を LED 照明に切り替えた場合のランプ 1 本あたりの二酸化炭素排出量の比較を一例と

して下表に示します。照明器具の電力量を削減した比率がそのまま二酸化炭素排出量につながります。

ただし、ランプの種類によって電力消費量が異なったり、器具本体を既設で代用すると消費電力量が上

がったり、ランプの寿命が短縮したりするため、切り替えの際には十分な検討が必要です。 

 

種類 
電力 

(W) 

電力量 

(kWh/年) 

排出係数 

(kg-CO2/kWh) 

二酸化炭素排出量 

(kg-CO2/年) 

直管型蛍光灯 40 99 0.505 50 

LED照明 15 37 0.505 19 

※開庁日を 248日、1日 10時間点灯として換算しています。 

 

 

●BEMSの取組事例 

「見える化」事業の一環として取り組まれる BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）につい

て、他の自治体等で取り組まれている事例を下表に示します。 

 

◆埼玉県東松山市◆ 

施設名 市内公共施設 

BEMS導入前の課題 

「埼玉県エコタウンプロジェクト」に埼玉県と協働して取り組み、「地域

の自然と人材を活かし、地域で循環する自立型エコタウン」を目標に施策

を進めている。 

導入内容 
太陽光発電設備、蓄電池、サイネージ（電子掲示板）、太陽熱利用設備の導

入 

BEMS導入後の取組 

総合福祉エリア、市民病院及び学校の太陽光発電設備は施設利用 

太陽熱利用は給湯利用 

駅前、市民活動センター等の太陽光発電設備は売電及び非常用電源として

使用 

効果 サイネージにより PR や啓発が図られている。 
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◆国立大学（岡山県岡山市）◆ 

施設名 岡山大学 

BEMS導入前の課題 大学病院の中央監視システムの老朽化による更新と、温室効果ガス排出量

算定・報告・公表に伴うエネルギー監視システムの導入を検討していた。 

導入内容 ボイラーや冷温水発生機等の各設備に計測器を設置し、エネルギーデータ

収集・解析ソフトを導入 

BEMS導入後の取組 BEMSに基づいた運転管理 

効果 CO2削減効果：約 980t-CO2／年以上 

経費削減効果：約 34,700千円／年以上 

 

◆富山県（富山市）◆ 

施設名 県立中央病院 

BEMS導入前の課題 県内最大規模の病院であり、県有施設として、エネルギーの使用量の見直

しが求められていた。 

導入内容 高効率ターボ冷凍機に更新 

中央監視システムの省エネ自動制御技術との一元化 

遠隔監視・解析により、非常時等の即時対応化 

BEMS導入後の取組 ESCO事業及び NEDO補助金を活用 

システムと冷凍機の一元管理 

効果 一元管理により運転効率が向上 

遠隔監視・解析により、非常時等の即時対応が実現 

 

◆神奈川県横浜市◆ 

施設名 金沢区総合庁舎 

BEMS導入前の課題 施設の老朽化及び耐震性の不安とともに、環境にやさしい省エネ性能の高

い施設が求められていた。 

導入内容 空調システム監視：地中熱利用・自然換気システム（エコボイド） 

エコランプの設置：自然換気の行動誘発のための発停ロジック 

見える化モニターの設置（来庁者用 8台、職員用 10台） 

BEMS導入後の取組 各システムの監視、エコランプ点灯時の自然換気の実施 

効果 職員の省エネ意識の向上 

来庁者と職員に対する快適な環境整備 
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◆栃木県宇都宮市◆ 

施設名 庁舎 

BEMS導入前の課題 建物診断により改修の必要性が表面化 

導入内容 中央監視システム及び空調制御の改修 

BEMS導入後の取組 ―（第 3期工事中） 

効果 熱源計画の改善により、経費削減効果が期待される。 

 

◆石川県珠洲市◆ 

施設名 本庁舎 

BEMS導入前の課題 国や電力会社から節電要請を受け、率先して取り組んでいたが、市民サー

ビスの低下や労務効率の低減などの弊害が出ていた。 

導入内容 制御：冷温水発生機 20kWデマンド値連動型制御 

エネルギー管理：各エネルギーデータ表示等 

BEMS導入後の取組 昼休み時間節電の徹底、夜間ベース電力の削減 

省エネパトロール 

効果 1 階ロビーの大型 TV に BEMS 情報やその他の関連サービスを配信し、

来庁者に向けた PRができている。 

定期的な省エネパトロールを実施し、現場レベルで運用状況を確認し、改

善を実施している。 

管理状況の速報値チェックにより進捗管理を行うとともに、コーチングシ

ステムにより遠方からのフォローが実現できている。 
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